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研究成果の概要（和文）： 近年、情報家電産業を中心として企業経営をビジネス・エコシステムという観点が広がっ
ている。その理由として情報家電産業のような技術革新が頻繁に起きる業界では、中核企業が自社内で技術開発・生産
するのでなく、協力企業と連携しながら、部品などの開発・生産を外注に任せた方が合理的であるからである。しかし
、中核企業は協力企業と緊密に部品間の調整や摺り合わせを行うために、協力企業との信頼に基づく協力関係を構築す
る必要がある。本研究では近年、イノベーション論で注目されているビジネスエコシステムの概念を取り入れ、情報家
電企業と協力企業の資本・取引ネットワークを明らかにし、その特徴と歴史的変遷を比較検討した。

研究成果の概要（英文）：This research examines the capital and transaction networks of the change in 
inter-organizational relationships of Japanese ICT companies. I visualize and examine the group 
structures of Panasonic and Sony by social network analysis.
 The findings of this research are as follows. Panasonic and Sony have implemented restructuring of the 
business groups like that of U.S. companies at 1990s. As a result, the relative importance of Panasonic 
and Sony in capital network is increased while the importance of affiliated companies is decreased. And 
the relative importance of Panasonic and Sony in transaction network is increased while the importance of 
affiliated firms is decreased. In the short and middle- term perspectives, the reforms of Panasonic and 
Sony which improved the efficiency of management led to these firm’s business recovery. However 
Panasonic and Sony couldn’t rebuild the competitiveness through the development of new products in the 
long-term perspectives.

研究分野： 経営戦略論
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1. 研究開始当初の背景 
図 1 は日本の代表的な情報家電企業 10 社

の経営成果として、 ROIC （ Return On 
Investment Capital）の推移を整理したもので
ある。この図によると、多くの日本の情報家
電企業のROICが1990年を頂点に下落傾向で
あり、多数の企業が業績不振に落ちているこ
とが見受けられる。従って、この 20 年間に
日本の情報家電企業が経営成果を回復させ
るため、企業再生や事業再編などに関連する
様々な経営改革を実施したことは概ね予想
される。そしてこれらの経営改革の多くは、
当該企業のみならず、多数の協力企業との組
織間関係を再構築する形で実施されるので
ある。 

 
図 1 日本の主要電気機器企業 10 社の

ROIC の推移 

出所：日経財務データ NEEDS の資料から筆

者らが整理・作成 

 
2. 研究の目的 
近年、情報通信産業を中心として、企業経

営をビジネス・エコシステムという分析単位
で議論する傾向が広がっている。例えば、
Moore（1993）は企業間の競争構造（ecology of 
competition）だけではなく、産業全体の協力
関係（business ecosystem）の側面を同時に捉
える必要があるとし、ビジネス・エコシステ
ムの概念を提唱している。このような発想が
広かった理由の一つとして、情報通信産業の
ように技術革新が頻繁に起きる産業などで
は、中核企業が自社内で全てを開発するので
なく、協力企業と連携しながら、部品などの
開発・生産を外注に任せた方が合理的である
ことが挙げられる。 
しかし、中核企業が常に部品を外注するこ

とが望ましいとは限らない。実際、新しい技
術革新が起きるごとに部品間の調整や摺り
合わせが必要な場合は、中核企業が部品を単
純に外注に任せるたげでは困難である。中核
企業は協力企業と緊密に部品間の調整や摺

り合わせを行うために、中核企業と協力企業
との信頼に基づく協力関係を構築する必要
がある。 
本研究ではこれらの点に着目し、近年、技

術経営論やイノベーション論などで注目さ
れているビジネス・エコシステムの概念を取
り入れ、日本の情報家電企業と協力企業の資
本・取引ネットワークを明らかにし、その特
徴と歴史的変遷を比較検討することを目的
とする。具体的に、本研究の範囲は、日韓の
代表的な情報家電企業 4 社のビジネス・エコ
システムとして、各社の資本・取引ネットワ
ークをデータベース化し、それを比較検討す
ることである。 
 
3. 研究の方法 
本研究においては、主に社会ネットワーク

分析を用いている。その理由は、Iansiti & 
Levien（2004）が最近興隆している社会ネッ
トワーク分析の成果をビジネス・エコシステ
ム概念に取り入れることによって、Mooreの議
論をさらに発展させたからである。彼らが研
究方法として社会ネットワーク分析を選択し
た理由は、ビジネス・エコシステムと親和性
が高いことが挙げられる。それは社会ネット
ワーク分析の視点が、既存の還元主義よりシ
ステムという見方で対象を分析するからであ
る（金光、2003）。つまり、この手法は個々
の要素へ分解していけば本質に迫ることがで
きるという立場よりむしろ、複雑なものを全
体的に捉えようとする立場を取っている。 
本研究では社会ネットワーク分析の中でも

中心性（次数、媒介、近接など）分析を用い
て各社のビジネス・エコシステムにおいて中
心的な役割を担っている企業について比較検
討した。 
 
4. 研究成果 
本研究の主な成果は、以下の通りである。

日本のパナソニックグループとソニーグル
ープの資本関係や当該企業らの協力関係企
業との取引関係をネットワークとして捉え、
可視化し、各社のビジネス・エコシステムの
特徴について比較分析を行ったことである。
その結果、各社の経営戦略とビジネス・エコ
システムとの整合性を確認した（Park & Chen 
2013）。具体的には、日本企業の組織間関係
の変化について資本と取引関係面で考察し
た場合、次の三つの変化が見られる。第一に、
両社の資本関係の変化について議論する。パ
ナソニックとソニーの資本関係の変化にお
いては、1990 年後半の金融規制緩和の流れは、



1990 年前半の米国企業のリストラクチュア
リングのように、日本企業にとって事業分野
に対して再編を実行しやすくした面がある。
その結果、日本の情報家電企業は事業再編に
よる競争力強化や技術の保護（プラットフォ
ーム戦略）、経営効率化などを狙って、本社
への集中とグループ内の関連企業の統合・再
編を行ってきた。 
第二に、両社の取引関係の変化について説

明する。パナソニックとソニーは経営改革に
よりグループ内の関連企業に対する事業再
編・統合を実施したことで、本社への取引集
中と中心的な協力企業へのプラットフォー
ム化が進行していた点である。例えば、図 2、
3 はパナソニックと協力関係会社の取引ネッ
トワークの変化を可視化したものである。こ
れらの図によると、取引の面でパナソニック
本社へ取引が集中していることが、顕著に見
られる。最後に、このようなパナソニックと
ソニーの経営改革は、中短期的な視点では経
営効率化により業績回復につながったが、長
期的な視点では新製品・新事業の開発による
競争力強化には届かなかったという批判が
あることである。従って、日本の情報家電企
業の再生を論じる際に、選択と集中による事
業再編とともに、将来の成長のために新たな
コアコンピタンスの再構築が課題である。 
上記の研究成果らは、2012 年に盛岡市で開

催 さ れ た 11th World Congress of the 
International  Federation  of Scholarly 
Associations of Managementと 2013年に県立
広島大学で開催された組織学会年次大会で
発表を行った。 
図 1 パナソニックの取引ネットワーク(1996) 

 
図 2 パナソニックの取引ネットワーク(2006) 
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